
















































































































1955年 1960年 1965年 1970年1975年1980年 1985年
産　業
総　　数 795，257 836，523 853，806 932，052 911，239 924，525937，529
100．0100．0 100．0 100．0 100．0 100．0 100．0
第1次産業 50．7 43．1 34．4 25．6 16．7 13．2 1！．7
農業 48．7 41．6 33．6 24．916．1 12．5 11．1
林業，狩猟業 1．工 0．8 0．3 0．2 0．3 0．30．3
漁業，水産養殖業 0．9 0．7 0．5 0．4 0．4 0．40．3
第2次産業 20．8 25．8 29．7 34．7 37．0 36．6 36．3
鉱業 0．9 0．9 0．6 0．5 03 0．2 0．2
建設業 3．5 4．8 5．5 7．2 9．3 9．9 9．5
製造業 16．4 20．1 23．5 27．0 27．4 26．426．6
第3次産業 28．4 31．1 35．9 39．746．1 50．2 51．9
卸売・小売業，飲食店 ll．3 12．7 14．4 15．8 18．520 2 20．1
金融・保険，不動産業 1．1 1．2 1．6 1．7 2．3 2．6 2．8
運輸通信業 4．3 5．3 5．9 6．2 6．3 6．0
電気・ガス・熱供
求E水道業
4．2 0．5 0．5 0．5 0．5 0．6 0．6
サービス業 8．8 10．0 11．4 13．1 15．3 17．2 19．3
公務 3．0 2．4 2．7 2．73．2 3．3 3．2






















































































































































年　　　度 1964 ！965 1966 1967 1968 1968
?
敷　市　税　（勾 2，224 2，748 3β86 4，282 5，773 7，554
市民税（個人） U416 14114 19014 31116 38414 39611
水 市民税（法人） 46 6 56 6 115 8 26013 264 9 41811??
固定資産税 45764 65667 889651，190591，834662，71466
区 軽自動車税 一 ｝ 一 一 一 一 一 一 一 一 15 0
の たばこ消費税 4 1 5 1 6 0 8 0 10 0 20 0??
電気ガス税 43 6 62 6 80 6 85 4 90 3 202 5
収 都市計画税 15 2 23 2 36 3 78 4 98 4 143 3
入 特別とん譲与税 35 5 43 4 62 4 88 4 1164 178 4
合　　　計　（B） 714 100 986ユOD ユ，3781002，020ユ002，7961002，786ユ00


























































































年　度 1960年 1965年 1970年
県
? ? ? ? ?
　　　　区分

































































































































































































































年　　　度 1960年 1965年 1970年
区分
? ? ? ?
県
?
費目 金　額 構成比 伸び率 構成比 伸び率 金　額 構成比 伸び率 構成比 伸び率 金　額 構成比 伸び率 構成比 伸び率
人　　件　　費 8，79446．8 100 42．7 10019，28141．3 219 41．6 22036，28438．7 413 36．7 425
物　　件　　費 1β97 7．4 100 5．4 1001，995 4．3 143 4．3 1773，867 4．1 277 3．9 355
維持補修費 331 1．8 100 1．3 100 514 1．1 155 L1 203L1711．3 354 L1 446
扶　　助　　費
竅@助　費　等


















普通建設事業費 4，18622．3 100 22．6 10012，41426．6 297 29．4 29529，26831．2 699 33．5 735
災害復旧事業費 463 2．5 100 9．0 1004，230 9．1 914 4．6 l142，063 2．2 446 2．2 121
失業対策事業費 277 L5 100 1．4 100 426 0．9 154 0．9 149 3960．4 143 0．6 205
公　　債　　費 1，068 5．7 100 5．4 1001，504 3．2 141 3．1 1272，908 3．1 272 2．9 260
積　　立　　金 21 0．1 100 1．1 100 2470．5 1，176 0．4 93LO281．1 4，895 0．6 270
投資および出費 317 1．7 100 0．2 100 47 0．1 15 0．3 288 116 0．1 37 0．4 765
貸　　付　　金 509 2．7 100 3．6 100L7023．6 334 5．3 3265，457 5．8 1，072 7．5 1，023
繰　　出　　金 29 0．1 100 0．9 100 63 0．1 217 0．3 68 1，8！7 1．9 6，266 L5 797
合　　　　　計 18，786100．0 100100．0 10046，727100．0 248100．0 22693，767100．0 499100．0 495
注）出典は表3に同じ。
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伸びなどが大きくなっていた。地域開発当初みられたこのような県財政のい
びつな構造は，その後，人口増加に伴う県民税収入の伸びなどを反映し変貌
を見せて行く。いずれにしても外来再開発が鉄鋼・石油・石油化学，造船，
（従来からの）自動車産業など特定業種に偏っていたこと，また，資本の有
機的構成は高いとはいえ装置型一いわゆる「重厚長大」型一で資源多消
費型産業であり景気変動の受けやすい構造となっていたことが，特に第1次
石油危機後（1974年～）の県税収の大幅な変動へと帰結して行ったのであ
る（19）。
　　b．地域開発と広域行政
　　一百万都市構想とその挫折が残した教訓一
　さいごにいま一つ，地域開発と広域行政をめぐる問題があり，この問題が
地域に残した大きな教訓についてふれておこう。三木知事を中心とした岡山
県南百万都市構想の推進とその挫折の経過については，最：近の『岡山県
史』㈹をはじめ，すでにいくつかの叙述が見られるので，紙数の関係もあり
くわしくはふれない。岡山県南33市町村の広域合併問題の経過については本
学の竹下教授も以前に，広域合併が提唱されてからの合併推進運動並びに阻
止運動の展開，この運動の瓦解までの経過を，関係者からのくわしい聞きと
りのもとで執筆された（21）。教授は，この本を通じて，第1に，地域開発期に
各地の地方都市で提唱され一部実現をみた百万都市構想は，中央官庁特に自
治省による「地方基幹都市」建設推進の方向に端を発していること，第2
に，中央省庁主導型であり，中央からの発想や構想に安易に乗っかった三木
（19）この点は，かつて故山口卓志教授（元松山商科大学〔現松山大学〕教授）が，愛媛県
　の新居浜市と今治市の地方財政の税収の安定性を比較し，重厚長大型産業に特化した
　新居浜市よりも地場産業都市（タオル）の今治市の方が人口1人当たりの税収や預金力
　が高く税収も安定していることを検証した点が示唆的であろう（山口卓志r現代地方財
　政論』晃洋書房，1988年，第5章参照）。
（20）r岡山県史』現代il，第2章第2節参照。
（21）竹下昌三『地域開発と地方都市』風間書房，1980年。
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知事をはじめとする県当局側からの主導ともなったこと，第3に，地元経済
団体，マスコミなどをも推進運動に巻きこんだ広域合併問題が，当時の関係
市町村議会の合併推進決議を経ながらも，岡山・倉敷両市長の市議会議決の
不執行により瓦解するに至るまでの経過を．くわしく執筆されている。教授
は，本書の第8章地方育成の時代と地方分権の章において，「地方分権の可
能性」を展望すると共に，この経過をみることで次のような教訓と反省が得
られるとされている。その主要な部分のみ引用しておこう（22｝。
　　三木（三木行治岡山県知事…筆者）は，住民が求める多様で高度な都市心機能は，巨
　大な人口を擁する都市が，集積が集積を呼ぶことによってのみ提供できるとの認識に基
　づいて，百万都市の建設を構想した。条件の熟していない岡山県南部で，百万人の人口
　　にこだわり，範囲を拡げ過ぎて失敗した。われわれが，三木の岡山県南百万都市建設運
　動から学ぶべき教訓は，三木が当時の中央における百万都市建設の提唱に乗ったことで
　　ある。（中略）
　そうして，地方財政における自主財源の変貌など現実の財政分析をいくつ
か行ったことを踏まえて，さいごに次のような結論を導かれている。
　地方の時代を現実化していくためには，正村（公宏…筆者）が説くように行財政を分
権化し，現在の行財政構造を根底から作り直さねばならない。しかし，地方財政の大き
な柱である地方税，地方交付税，国庫支出金及び地方債について，これまで検討してき
たことから明らかなように，その分権化は決して容易ではない。まして先進地の自治体
の首長や識者が，地方の時代を提唱すれば，地方の時代が到来するわけではない。長州
（一二神奈川県知事…筆者）や正村が力説するように，地方の時代は，住民がその意識
をかえ，参加とともに責任を負担し，具体的な実際行動をとらねば到来しない。「地方の
時代」というキャッチフレーズは，その心地よいムードとは異なり，極めて厳しい努力
を住民に強いるものである。地域の状況は，先進地と後進地では全く異なる。後進地の
自治体や住民が厳しい努力を積み重ねて，自ら地方の時代を到来させるか，あるいは中
（22）同上書，204～205ページ。
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央による地方育成を巧みに利用するか，今後いずれの方法をとるかは，的確に予想で
きない。しかし中央が「地方の時代」を到来させてくれると考えたら，それは滑稽な幻
想であることだけは明らかである。
　上記の最後の二行はきわめて示唆的であり，地方財政・地域経済問題を研
究している筆者もきわめて感銘を受けた箇所であった。
　岡山県南百万都市構想の提唱は，竹下教授も指摘される通り新産三法成立
以前の1960年6月の自治省の地方基幹都市建設構想の草案などに発してい
る。自治省内でもこれを積極的に推進する人々（小林事務次官ほか）とこれ
に慎重な人々の人脈があったとされるが，いずれにしても，この発想は中央
省庁側の提唱によるものでありそれに地方当局者が「安易に」乗ったことの
結末であった。このことは，竹下教授の指摘をまつまでもなく地方自治体当
局者にとっては大きな反省となりまた教訓となったところであろう。
　一方，このような地方自治の将来まで決めるきわめて重要な問題が，三木
知事の提唱を通じて住民や議会の討議を充分経ないまま，きわめて短時間の
うちに，性急に実行されようとした。しかも，当該の33市町村の各議会は，
遅かれ早かれすべてが合併議決を行ったにもかかわらず，岡山，倉敷，児島
の3市長は結局議会の合併議決を執行しなかった。この結果33市町村の大合
併による百万都市構想は結局挫折をみたわけだが，この背景には，①当時の
岡山市企画調査室を中心とした広域合併の財政問題の精力的な調査活動（23）
を通じて，この大合併がきわめて「性急」で時期尚早であるとの共通認識に
立ち至ったこと，②岡山市・倉敷市の自治体職員組合をはじめとするかなり
広範な市民の反対運動がみられたこと，③倉敷側における大原系資本との関
（23）当時の岡山市企画調査室（当時の室長高畑幸一氏・後助役）の財政調査は，広域合併
　が岡山市民の負担増大となって帰結することなど合併にともなう市民側の危惧をいく
　つか挙げている。同市の企画調査室の役割の積極的評価については「岡山市の財政」
　（小沢辰男武蔵大学教授執筆）『都市問題講座』3，有斐閣，1970年参照。
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係や近世以来の幕府直轄領（天領）であったことへの市民意識（この点竹下
教授も指摘された）が強くみられたこと，などを指摘しておかねばならない
と思われる。
　そうして，岡山県南百万都市構想の挫折一三市長の議決不執行一の事
態に対し，自治省の小林事務次官は県南広域都市圏内の7市長を招いて備前
（岡山）プロヅクと備中（倉敷）プロヅクによる段階合併案を妥協案として
提案した。その後倉敷の3市合併（！967年2月1日）ほか周辺1町1村の倉
敷への編入合併，岡山・西大寺の合併（1969年2月18日）につづく周辺10町
村の岡山市への編入合併（1971年1月8日～！975年5月1日）が実現した。
また，県東部備前市の誕生（1971年4月1日置も見られている。一方，
1974年3月20日児島郡東児町が玉野市に編入合併された。
　百万都市構想は挫折したが，その後このように県南市町村の合併があいつ
いで進捗し，この構想は新たな副産物を生み出すところに結果したのであ
るC24）。
むすびにかえて
　以上，戦後日本の地域開発政策において重要な位置を占めた拠点開発時代
について，岡山県南地区の経済・財政の変貌を例に検討し，地域開発とは何
であったかを考える手がかりとしたのであった。以上述べた点をまとめてみ
ると，まず，
　第1に地域開発による外からの工揚誘致政策は，他の新産都市地区に比べ
（24）百万都市構想は，「挫折」面のみを中心に語られやすいが，結果としては県南の二大ブ
　ロック（さらに備前・玉野・総社各市）の合併へと帰結した。今日改めて岡山市の政令
　指定都市化（ないしは第二政令指定都市化）構想が浮上する動きも一部に出ているが，
　広域化をめぐる問題は，長期的な視点から評価を受けねばならないかも知れない。但
　し，その後の合併劇も，当該住民側からの自発的な意思によるよりも自治省側（小林事
　務次官ほか）からの示唆が大きな位置を占めていたことは注意しておかねばならない。
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岡山県南地区では事業所数，工場出荷額の増加とそれにともなう県民所得の
増大，就業者数の全体的な増大の面ではひとまず「成功」をおさめた。しか
し，就業人口の第一次産業から第二次産業への移動と特定重化学工業への特
掲，さらに第三次産業人口が5割をも超える事態を生み出した。また，地元
企業への経済的波及や雇用効果面では，新鋭の石油精製・石油化学面ではき
わめて乏しく，鉄鋼業がこれにつづき，自動車産業の波及効果が最も大き
かった。そうして，その後の労働力市場の二重・三重の分断化が認められた
（しかし，1990年の現段階では日本経済の好景気を反映し岡山県内の有効求
人倍率も1を大きく超えるに至っている）。
　第2に，地域開発にともなう国と地方の公共投資と税収のバランスにおい
て開発当初岡山県などが指摘した国に比べた地方団体側の不利，特に国及び
市町村と対比した県側の不利な状況については，開発にともなう租税特別措
置・地方交付税による国からの補填措置などを含めて総合的に判断すると必
ずしもそうとはいえない（もっとも，地方側の公共支出が国に比べて相対的
に大きくなることはほぼ岡山県などの主張通りであろう）。
　第3に，開発にともなう公害・環境問題等社会的費用の増大は，国よりも
県，県よりも企業や住民に最も身近な現場性の強い行政を担当する市（町
村）側に最も大きな負担となって帰結した。
　第4に，県行財政の変貌については，（1）県税収等の伸び率では全国平均を
かなり上まわったが，臨海型・資源多消費型の産業構造の特異な性格を反映
して県財政が景気変動の影響を受けやすい体質となるなど，いびつな性格を
残すものとなった。一方，（2）県南百万都市構想の挫折は岡山市・倉敷市の県
南二大拠点都市の形成化へと帰結すると共に，当該市町村の地方行政や，自
治のあり方にとっても大きな教訓となった。また都市の統治能力と市民参加
の経験においても大きな意義を占めるに至った点などをみてきたのであっ
た。
　以上の考察を通じ，岡山県の今後の産業構造の変革と課題，地方行財政を
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めぐる課題等についていくつかの点を述べてみると，
　a．伝統的な岡山県の農業生産の今後については，農業の経営（所有を含
む）規模を拡大し国際化時代一ガット，ウルグアイ・ラウンドの推進によ
る自由化の進展一に対処する課題，わが国の食糧（特に穀物）自給率を高
めていく課題などを前に，地域農業をいかにして生産性の高い農業にしてい
くかの課題が残される。
　b．製造業については，出荷額の伸びでは大きかったが，業種別では鉄
鋼・石油・石油化学など特定産業に偏したものとしたこと，この結果，同上
部門の技術的な構造変革への課題と共に，特にポストフォーディズム（pOS－
t－fordism）の世界的な流れに照応する地域産業構造のハイテク化，金属・加
工型への移行，大企業による大量生産主義から中堅中小企業・クラフ，F産業
（イタリア諸都市にみられる職人的手工業など）などによる多品種少量生産
への移行などの課題を大きくクローズ・アップさせた。
　同時に，交通・情報化・国際化（グローバリゼーション）に対応する地域
産業構造の高度化や，県域内の県南・回送の地域格差の是正も大きな課題と
なった。
　c．開発にともなう環境問題等社会的費用の増大に対しては，今後企業誘
致と自然の緑や公園，スポーツ等従業員の厚生リフレーション施設，拠点都
市の都市住居環境整備と地域のアメニティ向上がきわめて重要なテーマと
なってきている。そうして，
　d．地域開発にともなう県・市町村等自治体行財政力の向上が課題だが，
これは，百万都市挫折後の岡山市と倉敷市を中心とした市町村合併を結果と
してもたらした。この点の評価が問題とされるだろうが，今後何よりも地方
財政における自主財源の強化に向けた施策が必要とされるだろう。また，人
口30万以上の県庁都市や拠点工業都市　　地域中核都市一に相当する岡山
市や倉敷市への国・県からの事務権限移譲による第2政令指定都市化の方向
も今後の大きな課題となることだろう。
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　e．開発は地方債への起債統制下の資金調達問題もあり地方公社，第3セ
クター型運営を地域に多く生み出した。かつての倉敷市都市開発期成会か
ら，㈱水島臨海鉄道，働岡山県環境保全事業団，最近の㈱チボリジャパンに
至るまで，今日第3セクター型運営は国のリゾート法の成立ともからんで観
光・リゾート分野を中心にさらに拡大する傾向にある。元来第3セクター型
運営は公共・民間混合：方式の開発生体であるため，出資金（出損金）構成な
どを通ずる事業運営への公的規制，財務のアカウンタビリティ（財政責任
制）がきわめて重要となる。最近の岡山市のチボリ公園誘致契約をめぐって
生じた諸問題一百条委員会の設置に至るまでの経過一は開発行政や自治
　　　　　　　　　　　　ガパナピリティ　　アカウンタビリティ行政において地方公務員の統活能力や財政責任制，財務内容の市民への公開
による開発等がいかに大切かを教えている。これと合せて，県側からの百万
都市構想の推進については，これについて考える（あるいは反対する）市
民一労働者を含む一の会をいくつか生み出したことである。
　今後市民の地方政治への参加を前提した地方行政の統活能力の向上と財政
力の真の強化こそ地方自治形成への必須条件となることを述べて本稿のむす
びとしたい。
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